
一般競争入札の実施について（公告） 

 

地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 234条第 1項の規定により、白灯油の購入（単価契約） 

について次のとおり一般競争入札を行う。 

 

   令和 7年 10月 30日 

                                     新潟県立津南中等教育学校長 西村健一 

 

1 入札に付する事項 

  （1） 購入等件名 

     暖房用白灯油購入単価契約 

  （2） 調達案件の仕様及び見込み数量等 

     仕様書による。 

  （3） 納入期間 

     契約締結の日から令和 8年 3月 31日まで 

  （4） 納入場所 

     入札説明書による。 

   （5） 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 100 分の 10 に相当する額を加算し

た金額をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免

税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の 110 分の 100 に相当する金額を入札書に記載する

こと。 

 

2 入札に参加する者に必要な資格 

    入札に参加する者に必要な資格は次のとおりとする。 

  （1） 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の 4の規定に該当しない者であること。 

  （2） 新潟県から指名停止措置を現に受けていない者であること。 

（3） 本調達物品の公告日現在で、新潟県物品等入札参加資格者名簿の営業品目「灯油」に登録されている

者であること。 

  （4） 新潟県暴力団排除条例第 6条に定める暴力団、暴力団員またはこれらの者と社会的に非難されるべき

関係を有していない者であること。 

  （5） 新潟県内に本・支社（本・支店）または営業所が所在する者であること。 

  （6） 本調達物品の仕様に適合する物品であることを確認できる者であること。 

 

3 入札説明書の交付等 

   入札説明書等は新潟県ホームページで公開する。     

 

4  入札日時、開札日時及び場所 

  （1）入札日時及び開札日時 



    令和 7年 11月 18日（火曜日） 午後 2時 00分 

  （2）入札場所及び開札場所 

    新潟県立津南中等教育学校 会議室 

 

5  その他 

  （1）入札保証金 

     免除する。 

  （2）契約保証金 

      契約金額に予定数量を乗じて得た金額の 100分の 10に相当する金額以上の金額とする。 

      ただし、新潟県財務規則（昭和 57年新潟県規則第 10号。以下「規則」という。）第 44条第 1号 

    又は第 3号に該当する場合は、免除する。 

  （3）入札者に要求される事項 

       この一般競争入札に参加を希望する者は、入札参加申請書を令和 7 年 11 月 10 日（月曜日）正午ま

でに書面で提出しなければならない。 

      なお、提出書類、提出先等詳細については入札説明書による。 

      また、入札者は、入札日の前日までの間において、契約担当者から当該書類に関し、説明を求め 

     られた場合は、これに応じなければならない。 

  （4）入札の無効 

      本公告に示した競争参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札は、 

     無効とする。 

  （5）契約書作成の要否 

       要 

（6） 暴力団等の不当介入に対する通報報告 

      契約の履行に当たり暴力団関係者から不当介入を受けた場合、警察及び発注者（新潟県）へ通報報告を行    

うこと。 

   (7）落札者の決定方法 

      本公告に示した競争参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規則第 54条の規定 

に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者と 

する。 

   （8）その他 

      詳細は入札説明書による。 



入札説明書 
 

                                令 和 7 年 10 月 30  日  

                                  新潟県立津南中等教育学校  

 

1 入札に付する事項 

 （1）  購入等件名 

     暖房用白灯油購入単価契約 

 （2）  調達案件の仕様及び見込み数量等 

     仕様書のとおり 

 （3）  契約期間・納入期限 

     仕様書のとおり 

 （4）  納入場所 

     仕様書のとおり 

 

2 入札に参加する者に必要な資格 

 （1）  地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16号）第 167条の 4の規定に該当しないものであること。 

 （2）  指名停止期間中の者でないこと。 

 （3）  本調達物品の公告日現在で、新潟県物品等入札参加資格者名簿の営業品目「灯油」に登録され 

ている者であること。 

 （4）  新潟県暴力団排除条例第 6 条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と社会的に非難される 

べき関係を有する者でないこと。 

 （5）  新潟県内に本・支社（本・支店）又は営業所が所在する者であること。 

 （6）  本調達物品の仕様に適合する物品であることを確認できる者であること。 

 

3 入札者に求められる義務 

 （1）  本調達物品の入札に参加を希望する者は令和 7年 11月 10日（月）正午までに「入札参加申請 

書」（別紙）を後記１３の場所に書面で持参又は郵送で提出しなければならない。 

     上記期限までに提出書類の提出がされなかった場合は、入札に参加できない。 

 （2）  入札者は、上記（１）の提出書類について、入札日の前日までの間において説明を求められた場合 

は、これに応ずるものとする。 

 （3）  審査結果 

       提出書類に基づき審査を行い入札参加の可否を決定する。 

審査結果については、令和 7 年 11 月 12 日（水）午後３時以降に後記 13に問い合わせるこ

と。 

 

4 入札及び開札の日時及び場所 

   令和 7年 11月 18 日（火）午後２時 00 分 

   新潟県立津南中等教育学校 会議室 



 

5 入札及び開札の方法 

 （1）  前記４の開札の日時及び場所に参集し、別添入札書の様式による入札書を封筒に入れて提出する

こと。記入の際には「記入上の注意点」を参考にすること。 

     なお、代理人が入札に参加する場合は、入札時刻までに別添委任状を提出の上、入札書に代理人 

の氏名を記載、委任状の使用印と同じ印鑑を押印すること。 

     また、入札に参加する際、次のものを持参すること。 

･再入札に使用する印鑑 

 （2）  前記４の開札の日時及び場所に参集できない場合は、入札書を書留郵便で提出することができる。 

     その場合は、外封筒の表に「灯油購入単価契約入札書在中」と朱書の上、新潟県立津南中等教育

学校長あてに、開札日時までに到着するよう提出すること。 

 （3）  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 100分の 10に相当する額を加算 

した金額をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者である 

か免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の 110 分の 100に相当する金額を入札 

書に記載すること。 

（4）  入札参加者のうち、開札の立ち会いを希望する者は開札に立ち会うことができる。 

（5）  入札者は一旦提出した入札書の書き換え、又は撤回をすることができない。 

 （6）   開札をした場合において、入札金額のうち新潟県財務規則（昭和 57年新潟県規則第 10号）第 54 

    条の規定に基づいて作成された予定価格（以下「予定価格」という。）の範囲内の価格の入札がないと 

きは、再入札を行うものとする。 

なお、書留郵便により入札を行った者及び後期６の各号いずれかに該当する無効入札をしたもの

は再入札に参加することができない。 

 （7）  再入札を行うこととなった場合は、初回入札結果公表後、入札執行職員が口頭で通知した時刻に 

   再入札書を提出すること。 

 （8）  再入札は 1回とし、落札者のない場合は地方自治法施行令第 167条の 2 第 1項第 8 号の規定に 

より、最終の入札において有効な入札を行った者のうち、最低金額を記載した入札者と随意契約交渉 

を行うことがある。 

 

6 入札の無効 

    次の各号に該当する入札は、これを無効とする。 

（１）入札公告に定めた資格のない者がした入札又は代理権の確認を受けない代理人のした入札 

（２）入札書の記載事項のうち、入札金額、入札者の氏名その他主要な事項が識別し難い入札 

（３）開札時刻までに到着しなかった入札 

（４）入札書を郵送する場合において、書留郵便以外によってした入札 

（５）同一の入札者が２以上の入札をしたときは、その全部の入札 

（６）再入札を行うこととなった場合において、初回入札最低価格以上の価格を記載した入札 

（７）脅迫その他不正の行為によってした入札 

（８）入札者が不当に価格のせり上げ、又はせり下げる目的をもって連合その他不正の行為をしたと認めら

れるときは全部の入札 

（９）その他入札に関する条件に違反した入札 



以上の入札の効力は、入札執行職員が決定する。この場合当該入札者はその決定に対し異議を申

し立てることはできない。 

 

7 落札者の決定方法 

 （1）  予定価格の範囲内で最低価格をもって有効な入札をした者を落札者とする。 

 （2）  落札となるべき同価の入札をした者が 2 人以上あるときは、くじ引きにより落札者を決定する。 

 

8 契約書作成の要否  要 

 

9 契約条項 

    別添「物品売買契約書（案）」による。 

 

10 暴力団等の不当介入に対する通報報告 

       契約の履行にあたり暴力団関係者から不当介入を受けた場合、警察及び発注者（新潟県）へ 

通報報告を行うこと。詳細は県のホームページ（下記アドレス）による。 

     http://www.pref.niigata.lg.jp/kenminseikatsu/1353967278060.html 

 

11 入札保証金及び契約保証金 

 （1） 入札保証金 

    免除する。 

 （2） 契約保証金 

      契約金額に予定数量を乗じて得た金額の 100分の 10に相当する金額以上の金額とする。 

      ただし、新潟県財務規則（昭和 57年新潟県規則第 10号。以下「規則」という。）第 44条第 1 号 

    又は第 3号に該当する場合は、免除する。 

 

12 支払条件 

     当県が行う検査に合格した後、適正な請求書に基づいて支払う。 

 

13 問い合わせ先・参加申請書提出先 

     郵便番号 949-8201 

     新潟県中魚沼郡津南町大字下船渡戊 298番地 1 

     新潟県立津南中等教育学校 事務室 

     電話番号   025-765-2062 

     FAX番号  025-765-3690 

      E-mail    ngt561040@pref.niigata.lg.jp 

mailto:ngt561040@pref.niigata.lg.jp


津南中等教育学校 暖房用白灯油購入単価契約 仕様書 

 

１ 物品の名称及び規格 

  白灯油 ＪＩＳ規格１号  大型ローリー納入可能 

 

２ 契約単位 

  １ℓあたりの単価 

 

３ 購入見込数量 

  ２６,０００ℓ 

  （この数量を保証するものではありません。気象状況等により数量が増減す

る可能性があります。） 

 

４ 納入場所 

  新潟県中魚沼郡津南町大字下船渡戊２９８－１ 津南中等教育学校 

   

５ 納入する地下灯油タンク施設 

  ２基 いずれも 9,600ℓ 

  いずれも給油口は管理棟と特別教室棟間にある生徒玄関の前。 

  給油口の位置等を確認のうえ入札してください。 

 

６ 契約期間 

  契約締結日から令和８年３月３１日 

 

７ 納入期限 

  買主が発注の都度指定する日 
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物品売買契約書（単価契約）

（案）

）

令和 年 月 日

中魚沼郡津南町大字下船渡戊２９８－１
買主(甲） 新潟県

新潟県立津南中等教育学校長　西村健一 印

６　発注方法 　買主は、この契約に定める物品を買い入れようとするときは、売主に対して

数量、納入期限等を通知して発注するものとする。

７　その他

　この場合、買主が急を要するときは、売主は営業時間外であっても拒否

できないものとする。

３　契約保証金

４　納入場所 　新潟県立津南中等教育学校

５　納入期限 　契約締結の日から令和８年３月３１日までの間で買主が指定する日

２　契約金額 （うち消費税額及び地方消費税額￥1ℓあたり＠￥

物品の名称 規格・品質等 見込数量

白灯油 ＪＩＳ規格1号 26,000ℓ

物 品 売 買 契 約 書

１ 物品の名称、規格、数量等

上記物品の売買に関して、買主新潟県を甲とし、売主

を乙として、上記条件のほか別記契約条項によって契約を締結し、この契約を証するため、

本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有する。

（注） 契約年月日は、県知事印を押印するときに記入するので記載しないこと。（注） 契約年月日は、県知事印を押印するときに記入するので記載しないこと。

住 所
売主(乙)

氏 名 印



物品売買契約書（単価契約）別記 契 約 条 項

（契約保証金の納付）
第１条 乙は、契約の締結と同時に、契約保証金を甲に納付しなければならない。た
だし、契約保証金を免除された場合は、この限りではない。

（納入期限の延長）
第２条 乙は、乙の責めに帰することのできない正当な理由により、納入期限までに
この契約に定める物品（以下「目的物」という。）を納入することができないとき
は、あらかじめ甲に対して、その理由を明示して期限の延長を求めることができ
る。この場合、甲は、期限の延長を認めたときは、変更後の納入期限を定めてこれ
を乙に通知するものとする。
（納品、検査方法等）
第３条 乙は、目的物を納入しようとするときは、甲に通知して検査を受けなければ
ならない。

2  甲は、乙から納入の通知を受けたときは、その日から起算して10日以内（以下
「検査期間」という。）に納入された目的物を検査するものとする。この場合は、
甲は、検査の日時及び場所を指定して乙の立会いを求めるものとし、乙が立会わな
いときは、乙は検査の結果に異議を申し立てることができないものとする。

3 検査のため納入された目的物を損耗したとき、又は検査に当たり、費用を要する
ときは、その費用は乙の負担とする。ただし、費用を要する原因が甲の責めに帰す
べきものであるときは、甲の負担とする。

4 検査の結果不合格となった場合は、乙は、自己の負担でその目的物を引き取ると
ともに、甲から期限を指定して代品の納入を指示されたときは、その指定期限内に
代品を納入して甲の検査を受けなければならない。この場合の検査については、前
３項の定めに準ずる。

5 甲は、検査の結果品質不良、数量不足等のため不合格となる場合であっても、支
障がないと認めるときは、契約金額を減額してその目的物を受け入れることができ
る。この場合の契約金額の変更は、甲乙協議して定める。

6 甲は、検査に合格したと認めたとき、又は前項の定めにより受け入れることとし
たときは、その旨を乙に通知し、乙は、目的物を甲に引き渡すものとする。

7 目的物の所有権は、前項の定めによる引渡しのときに乙から甲に移転するものと
する。
(代金の支払)
第４条 乙は、１か月ごとにその月に甲に引き渡した目的物の数量を取りまとめ、そ
の翌月以降において、甲に対し請求書によりその代金の支払を請求するものとす
る。
ただし、甲が認めた場合は、その都度代金の支払を請求することができる。
2 甲は、乙から適正な請求書を受理したときは、その日から起算して30日以内
（以下「支払期間」という。）に甲の定める方法により契約金額を支払うものとす
る。
(債権債務の譲渡等)
第５条 乙は、この契約によって生ずる債権債務を第三者に譲渡し、若しくは承継さ
せ、又は債権の行使若しくは債務の履行を第三者に委任してはならない。ただし、
あらかじめ書面により甲の承諾を得た場合、又は信用保証協会及び中小企業信用保
険法施行令（昭和25年政令第 350号）第１条の３に規定する金融機関に対して売掛
債権を譲渡する場合にあっては、この限りでない。

2 前項ただし書きに基づいて売掛債権の譲渡を行った場合、甲の対価の支払による
弁済の効力は、甲が、新潟県財務規則（昭和57年新潟県規則第10号）第121条に基
づき会計管理者に対し、支出命令を発した時点で生ずるものとする。
(危険負担)
第６条 目的物の引き渡し前に生じた物品についての損害は、甲の責めに帰すべき事
由により生じたものを除き、すべて乙の負担とする。
(契約不適合責任)
第７条 甲は乙に対し、引き渡された目的物が種類、品質又は数量に関して契約の内
容に適合しないものであるときは、目的物の修補、代替物の引き渡し又は不足分の
引き渡しによる履行の追完を請求することができる。この場合において、乙は甲が
請求した方法と異なる方法による履行の追完をすることができない。

2 前項に規定する場合において、甲は乙に対し、同項に規定する履行の追完請求に
代え、又は追完請求とともに、損害賠償の請求及び契約の解除をすることができる。

3 第１項に規定する場合において、甲は、その不適合の程度に応じて代金の減額を
請求することができる。

4 契約不適合が甲の責めに帰すべき事由によるものであるときは、甲は、第１項の
規定による履行の追完請求、前項に規定する代金減額請求、損害賠償の請求及び契
約の解除をすることができない。

5 乙が種類又は品質に関して契約の内容に適合しない目的物を甲に引き渡した場合
において、甲がその不適合を知ったときから１年以内にその旨を乙に通知しないと
きは、甲は、その不適合を理由として、追完請求、代金減額請求、損害賠償の請求
及び契約の解除をすることができない。ただし、乙が引き渡しの時にその不適合を
知り、又は重大な過失によって知らなかったときはこの限りではない。
(履行遅滞の責任)
第８条 乙は、納入期限までに目的物を納入することができない場合で、甲が納入期
限経過後の納入を認めたときは、遅延日数１日につき、遅滞数量に対する代金相当
額の 1,000分の１の割合で計算した金額を違約金として甲に納付しなければならな
い。

2 前項の違約金は、甲が乙に支払う債務を有するときは、相殺するものとする。
3 甲は、その責めに帰する理由により支払期間内に契約金額を支払わないときは、
遅延日数に応じ当該未払金額に対して、政府契約の支払遅延防止等に関する法律
（昭和24年法律第256号）第８条の規定により指定された率により計算した金額
を、遅延利息として乙に支払うものとする。この場合、計算した金額が 100円未満
であるときは支払いを要せず、その金額に 100円未満の端数があるときはその端数
を切り捨てるものとする。

4  甲の責めに帰する理由により検査期間内に目的物の検査をしないときは、検査期
間を経過した日から検査をした日までの期間の日数は、支払期間の日数から差し引
くものとし、支払期間の日数を超える場合は支払期間は満了したものとみなし、そ
の超える日数に応じ、甲は前項の定めに準じて計算した金額を乙に支払うものとす
る。
(契約の変更)
第９条 契約を締結するときに予見することのできなかった物価の高騰若しくは下落
その他事情の変動により、契約の内容が著しく不合理となった場合は、甲又は乙は
相手方に対し、契約の変更を申し入れることができる。この場合、一定期間を置い
て催告しても相手方が応じないときは、契約を解除することができる。

2  前項の定めによる申入れに基づいて契約を変更する場合、その変更内容は、甲乙
協議して定める。

3  甲は、前２項に定める場合のほか、乙が債務を履行しない間は、目的物の内容、
数量、納入期限その他の契約事項を変更する必要が生じたときは、契約を変更する
ことができる。この場合の変更内容は、甲乙協議して定める。

4  乙は、天災地変その他の不可抗力又は生産中止その他の供給事情の急変により、
契約の履行が不能となる部分が生じたときは、甲に対し契約の変更を申し入れるこ
とができる。この場合、甲が契約の変更を認めたときは、変更内容は甲が定める。

(解除権等)
第10条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当する場合は、催告をすることなく、
直ちに、契約を解除し、又は打ち切る（一部履行済部分がある場合に当該部分
を除いて解消することをいう。以下同じ。）ことができる。

（１）納入期限までに目的物を納入することができないことが明らかであり、そ
のために契約の目的を達することができないと認められるとき。

（２）納入期限とされた日が属する会計年度（地方自治法第208条第１項）の末
日までに第３条に定める目的物の検査に合格できないことが明らかであり、
そのために県の予算措置に不都合が生じるとき。

（３）契約に違反したことその他不誠実の行為をしたことにより、契約の目的を
達することができないとき。

（４）契約の履行能力を喪失したと認められるとき。
（５）契約の解除を申し出たとき。
2 甲は、前項の定めにより契約を解除し、又は打ち切ったときは、乙から、契
約金額に見込数量を乗じて算出される契約代金相当額（打切りの場合は、履行
済部分に相当する金額を控除した金額をいう。以下本条及び第11条において同
じ。）の 100分の10の割合で計算した金額の違約金を徴収することができる。
ただし、甲に帰属することとなる契約保証金がある場合は、違約金の額を契約
代金相当額の 100分の10以下の割合とすることができる。

第11条 甲は、前条第１項に定める場合のほか、乙が次の各号のいずれかに 該当
する場合は、催告をすることなく、直ちに、契約を解除し、又は打ち切ること
ができる。

（１）公正取引委員会が、乙に違反行為があったとして私的独占の禁止及び公正

取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号。以下「独占禁止法」とい

う。）第49条に規定する排除措置命令を行った場合において、行政事件訴訟

法（昭和37年法律第139号）第14条第１項及び第２項に規定する出訴期間を

経過したとき（出訴期間内に当該排除措置命令について処分の取消しの訴

えが提起されたときを除く。）。

（２）公正取引委員会が、乙に違反行為があったとして独占禁止法第62条第１項

に規定する課徴金の納付を命じた場合において、行政事件訴訟法第14条第１

項及び第２項に規定する出訴期間を経過したとき（出訴期間内に当該課徴金

納付命令について処分の取消しの訴えが提起されたときを除く。）。

（３）乙が、排除措置命令又は課徴金納付命令に対し、処分の取消しの訴えを提

起し、当該訴えについて請求棄却又は訴え却下の判決が確定したとき。
（４）乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は使用人）が、刑法（明治40

年法律第45号）第96条の６の規定による刑が確定したとき。
（５）乙が、他の入札者と共同して落札すべき者又は入札金額を決定したことを

認めたとき。
2 甲は、前条第１項又は前項に定める場合のほか、乙が次の各号のいずれかに
該当するときは、催告をすることなく、直ちに、この契約を解除し、又は打ち
切ることができる。

（１）その役員等（乙が個人である場合にはその者を、乙が法人である場合には
その役員又はその支店若しくは営業所の代表者をいう。以下この項において
同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律
第77号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下この項において「暴力団
員」という。）であると認められるとき。

（２）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に
規定する暴力団をいう。以下この項において同じ。）又は暴力団員が経営に
実質的に関与していると認められるとき。

（３）その役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三
者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用したと認められ
るとき。

（４）その役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を
供与する等直接的又は積極的に暴力団の維持又は運営に協力し、又は関与し
ていると認められるとき。

（５）その役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する
と認められるとき。

（６）下請契約又は資材若しくは原材料の購入契約その他の契約に当たり、その
相手方が前各号のいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締
結したと認められるとき。

（７）乙が、第１号から第５号までのいずれかに該当する者を下請契約又は資材
若しくは原材料の購入契約その他の契約の相手方としていた場合（前号に該
当する場合を除く。）に、甲が乙に対して当該契約の解除を求め、乙がこれ
に従わなかったとき。

3 前２項の定めにより契約が解除され、又は打ち切られたときは乙は契約金額
に見込数量を乗じて算出される契約代金相当額の 100分の10の割合で計算した
金額を損害賠償金として甲に支払わなければならない。

4 前項の規定は、甲に生じた実際の損害額が同項に定める額を超える場合にお
いて、甲が当該超える額を併せて請求することを妨げるものではない。

第12条 甲は、第10条第１項又は前条第１項若しくは第２項に定める場合のほ
か、乙が契約を履行しない間は、必要がある場合には契約を解除し、又は打ち
切ることができる。

2 甲は、前項の定めにより契約を解除し、又は打ち切った場合に乙に損害を与
えたときは、その損害額を負担する。この場合、甲の負担する損害額は甲乙協
議して定める。
(損害賠償の予定)
第13条 乙は、第11条第１項各号のいずれかに該当するときは、甲が契約を解除
する、又は打ち切りをするか否かにかかわらず、契約金額に見込数量を乗じて
算出される契約代金相当額の 100分の20の割合で計算した金額を損害賠償金と
して甲に支払わなければならない。

2 前項の規定は、甲に生じた実際の損害額が同項に定める額を超える場合にお
いて、甲が当該超える額を併せて請求することを妨げるものではない。
3 前２項の規定は、契約の履行後においても適用するものとする。
(契約保証金の返還等)
第14条 乙は、契約保証金を納付した場合であって、目的物を引き渡したとき、
又は第12条の規定により契約が解除されたときは、甲に対し請求書により、そ
の還付を請求するものとする。

2 甲は、乙から適正な請求書を受理したときは、速やかに契約保証金を還付し
なければならない。
3 第10条第１項の定めにより契約が解除され、若しくは打ち切られたとき、又
は乙が契約に定める義務を履行しないときは、契約保証金は甲に帰属するもの
とする。
(秘密の保持)

第15条 乙は、本契約に関して知り得た秘密を第三者に漏らしてはならない。
（契約外の事項等)
第16条 この契約について疑義が生じたとき、又はこの契約に定めのない事項

については、甲乙協議の上、決定する。
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